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第119期 (2021年４月１日から) 株主資本等変動計算書2022年３月31日まで

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 14,100 6,268 6,268

当期変動額

剰余金の配当
固定資産圧縮積立金の
取崩
別途積立金の積立

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分
土地再評価差額金の
取崩
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － －

当期末残高 14,100 6,268 6,268

― 1 ―

2022年05月24日 13時52分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（単位：百万円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本合 計利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計固 定 資 産
圧縮積立金 別途積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 14,100 185 100,311 6,188 120,785 △637 140,517

当期変動額

剰余金の配当 △1,256 △1,256 △1,256
固定資産圧縮積立金の
取崩 △5 5 － －

別途積立金の積立 1,500 △1,500 － －

当期純利益 3,340 3,340 3,340

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 22 22
土地再評価差額金の
取崩 31 31 31

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － △5 1,500 620 2,115 20 2,135

当期末残高 14,100 179 101,811 6,809 122,900 △617 142,653
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（単位：百万円）
評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 25,337 － 2,975 28,312 168,829

当期変動額

剰余金の配当 △1,256
固定資産圧縮積立金の
取崩 ―

別途積立金の積立 ―

当期純利益 3,340

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 22
土地再評価差額金の
取崩 31

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △11,511 3 △31 △11,539 △11,539

当期変動額合計 △11,511 3 △31 △11,539 △9,404

当期末残高 13,825 3 2,943 16,772 159,425
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個別注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1．商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。

2．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・
子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法
（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法に
より行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の
評価は、時価法により行っております。

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並び
に2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ３年～50年
その他 ３年～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内に
おける利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産

は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。
5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
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6．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める債務者区分に応じて、次のとおり
計上しております。
正常先 ：業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者
要注意先 ：貸出条件や返済履行状況に問題があり、業況が低調又は不安定で、今後の管理に注意を要

する債務者
要管理先 ：要注意先のうち債権の全部又は一部が要管理債権（三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債

権）である債務者
破綻懸念先：現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者
実質破綻先：破綻先と実質的に同等の状況にある債務者
破綻先 ：破産、特別清算等、法的又は形式的に経営破綻の事実が発生している債務者
正常先に対する債権については今後１年間の予想損失率に基づき計上しております。また、要注意先の
うち要管理先に対する債権については今後３年間の、その他の要注意先に対する債権については今後１年
間の予想損失率に基づき計上しております。予想損失率は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸
倒実績率等の過去の３算定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正と
して、景気循環等を加味したより長期の過去の一定期間における平均値に基づく損失率が高い場合、その
差分を加味して算定しております。また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を顕著に受けていると認
められる宿泊業等の特定の業種に属する債務者に対する債権については信用リスクが高まっているものと
判断し、予想損失率を修正して算定しております。
破綻懸念先に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額に対して、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均
値に基づき決定した予想損失率を乗じて計上しております。破綻先及び実質破綻先に対する債権について
は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しておりま
す。なお、破綻懸念先のうち担保等による保全額を控除した金額が一定額以上である債権及び要管理先で
与信額が一定額以上である大口の債権のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フ
ローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引
いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上し
ております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を

実施し、監査部署が査定結果を監査しております。
（2）投資損失引当金

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要
と認められる額を計上しております。
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（3）役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事

業年度に帰属する額を計上しております。
（4）退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、数理計算上
の差異は、各事業年度末の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法によ
り按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理しております。

（5）株式給付引当金
株式給付引当金は、株式交付規程に基づき、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）

への当行株式の交付等に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しており
ます。

（6）睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備えるため、必
要と認められる額を計上しております。

（7）偶発損失引当金
偶発損失引当金は、信用保証協会に対する責任共有制度に基づく負担金の支払いに備えるため、過去の
実績に基づき、将来の支払見込額を計上しております。

7．収益の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識しております。
8．ヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基
準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年
３月17日。以下、「業種別委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる有価証券・
貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取引を特定し評価しております。

（2）為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨
建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第
25号 2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、
外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等
をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額
が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
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9．消費税等の会計処理
有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによる当計算書類
への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる当計算書類への影響はありま
せん。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書
類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおりです。
1．貸倒引当金
計算書類において、貸出金は総資産の約半分を占める主要な資産であり、貸出金の信用リスクにかかる貸
倒引当金の計上は当行の財政状態、経営成績等に大きな影響を与えることから、貸倒引当金の見積りは会計
上重要なものと判断しております。
（1）当事業年度に係る計算書類に計上した額

貸倒引当金 12,474百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当行は、債務者の財務情報や入手可能な外部情報等に基づき、債務者ごとにその債務者区分（正常先、
要注意先（要管理先、その他の要注意先）、破綻懸念先、実質破綻先、破綻先）を決定し、「重要な会計方
針」「6. 引当金の計上基準」「（1）貸倒引当金」に記載した算出方法により貸倒引当金を計上しておりま
す。
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債務者区分は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を含む債務者の財務情報等に基づき定例及
び随時の見直しを行っておりますが、業績不振や財務的な困難に直面している債務者の債務者区分は、今
後の業績回復見込や経営改善計画の合理性及び実現可能性についての判断に依存している場合がありま
す。経営改善計画の合理性及び実現可能性の判断の前提となる債務者を取り巻く経営環境等の変化により
債務者の債務者区分が変動した場合、翌事業年度において貸倒引当金は増減する可能性があります。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う経済への影響については、国内外における感染状況等を踏
まえ、当事業年度末においては今後数年程度継続するものと仮定し、キャッシュ・フロー見積法を適用し
ている債務者のうち一部の債務者については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を勘案したキャッシ
ュ・フローを見積り貸倒引当金を計上しております。なお、当該仮定は前事業年度末からの変更はありま
せん。
また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を顕著に受けていると認められる宿泊業等の特定の業種に
属する債務者に対する信用リスクが高まっているものと判断し、当該債務者の債務者区分を引き下げたも
のとみなして貸倒実績率に必要な修正を加えて貸倒引当金を追加計上しております。これにより当事業年
度末の貸倒引当金は671百万円増加し、当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益は671百万円減少し
ております。
なお、仮定の前提となる状況が変化した場合には、翌事業年度において貸倒引当金は増減する可能性が
あります。

（追加情報）
（業績連動型株式報酬制度）
１．取引の概要

当行は、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下、本項目において同じ。）の報
酬と当行の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が中長期的な業績向上と企業価値増大へ
の貢献意識を高めることを目的として、役員報酬ＢＩＰ信託による業績連動型株式報酬制度（以下、「本
制度」という。）を導入しております。
本制度は、当行が拠出する取締役の報酬額を原資として当行株式が信託を通じて取得され、当行が定め

る株式交付規程に基づき、当行の取締役に当行株式及び当行株式の換価処分金相当額の金銭を交付及び給
付する制度であります。
２．信託に残存する当行株式

信託に残存する当行株式は、株主資本において自己株式として計上しており、当事業年度末における当
該自己株式の帳簿価額は113百万円、株式数は58千株であります。
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注記事項
（貸借対照表関係）
1．関係会社の株式及び出資金総額4,751百万円
2．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、
債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証
しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限
る。）、貸出金、外国為替、未収収益、「その他の資産」中の仮払金及び支払承諾見返の各勘定に計上される
もの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約に
よるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 7,407百万円
危険債権額 34,698百万円
三月以上延滞債権額 ―百万円
貸出条件緩和債権額 2,177百万円
合計額 44,284百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事
由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従
った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債
権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（表示方法の変更）
「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年１月24日内閣府令第３号）が2022年３月31日
から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に
関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。
3．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入
れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は、2,176百万円であります。

― 9 ―

2022年05月24日 13時52分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



4．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 375,662百万円
その他資産 49百万円
担保資産に対応する債務
預金 26,968百万円
債券貸借取引受入担保金 71,159百万円
借用金 263,900百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券2,917百万円及びその他資産19,000百万円を差
し入れております。
また、その他の資産には、保証金204百万円が含まれております。

5．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、631,294百万円であります。このうち原契約期間が１
年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが600,350百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金
融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又
は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ
て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業
況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
6．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部
に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 2000年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税

法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する
ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加
算、間口狭小補正等により合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土
地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 4,322百万円

7．有形固定資産の減価償却累計額32,322百万円
8．有形固定資産の圧縮記帳額1,593百万円
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9．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行
の保証債務の額は12,630百万円であります。

10．取締役との間の取引による取締役に対する金銭債権総額19百万円
11．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電算機付属機器や車両等については、所有権移転外ファイナン
ス・リース契約により使用しております。

12．関係会社に対する金銭債権総額6,187百万円
13．関係会社に対する金銭債務総額7,844百万円

（損益計算書関係）
1．関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 410百万円
役務取引等に係る収益総額 31百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 9百万円
関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 0百万円
役務取引等に係る費用総額 348百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 163百万円

2．「その他の経常費用」には、債権売却損45百万円を含んでおります。
3．遊休資産、営業利益の減少によりキャッシュ・フローが低下した資産及び地価が大幅に下落した資産につ
いて、以下のとおり減損損失を計上しております。

地 域 主な用途 種 類 減損損失
秋田県内 営業店舗等 土地建物等 2か所 26百万円

遊休資産 土地建物等15か所 97
合 計 123

（うち建物 41）
（うち土地 81）

資産のグルーピングの方法は、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、連携して営業を行
っている営業店グループは当該グループ単位）でグルーピングを行っております。
当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方

としております。正味売却価額は重要な資産については「不動産鑑定評価基準」（国土交通省）に基づ
き評価した価額、重要性の乏しい資産については、路線価など市場価格を適切に反映している指標に基
づいて算定した価額より処分費用見込額を控除して算定しております。使用価値による場合は将来キャ
ッシュ・フローを1.0％で割り引いて算定しております。
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4．関連当事者との取引
（1）子会社及び関連会社等

種類 会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 (株)秋田保証
サービス

所有
直接100.0％ 役員の兼任

貸付金の被保証 ― ― 284,021
保証料の支払
(注)1、2 100 ― ―

被保証債務の履行による
貸付金の回収 171 ― ―

（注）1 保証料については、一般の市場実勢を勘案し合理的に決定しております。
2 保証料は、貸付金の債務者が同社に直接支払っているほか、一部のローンについては当行が支
払っております。

（2）役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

役員及び
その近親者 辻 良之 被所有

直接 0.0％ 資金の貸付
証書貸付 ― 証書貸付 17

当座貸越 ― 当座貸越 1

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般の取引と同様に行っております。

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末
株 式 数 摘 要

自己株式
普通株式 212 1 11 201 （注）
合計 212 1 11 201

（注）1 当事業年度末の自己株式には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式が58千株含まれており
ます。
2 増加株式数の内訳は次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加 1千株
3 減少株式数の内訳は次のとおりであります。

役員報酬ＢＩＰ信託による当行株式の交付等に伴う減少 11千株
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（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「短期社債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「預け金」中の譲渡性
預け金、並びに「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権の一部が含まれております。

1．売買目的有価証券（2022年３月31日現在）
当事業年度の損益に含まれた
評価差額（百万円）

売買目的有価証券 ―

2．満期保有目的の債券（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

3．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2022年３月31日現在）
貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社・子法人等株式 ― ― ―
関連法人等株式 ― ― ―
合計 ― ― ―

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額
（百万円）

子会社・子法人等株式 4,533
関連法人等株式 ―

― 13 ―

2022年05月24日 13時52分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



4．その他有価証券（2022年３月31日現在）

種類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 45,536 15,052 30,483
債券 198,034 196,998 1,035
国債 24,443 24,402 41
地方債 88,224 87,721 503
短期社債 ― ― ―
社債 85,366 84,875 491
その他 50,498 46,978 3,519

小計 294,068 259,029 35,038

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 2,937 3,368 △ 430
債券 333,182 336,673 △ 3,491
国債 87,386 89,183 △ 1,797
地方債 206,190 207,677 △ 1,486
短期社債 ― ― ―
社債 39,605 39,812 △ 207
その他 245,003 256,493 △ 11,489

小計 581,123 596,535 △ 15,411
合計 875,192 855,564 19,627

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額
（百万円）

非上場株式 2,024
組合出資金 8,335
その他 123
組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号令2019年７月４

日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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5．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）
該当事項はありません。

6．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 4,495 1,777 0
債券 55,435 131 93
国債 50,112 108 93
地方債 4,020 20 ―
短期社債 ― ― ―
社債 1,303 3 ―
その他 70,916 1,950 1,332
合計 130,847 3,859 1,425

7．減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券
の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められない
ものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として
処理（以下「減損処理」という。）しております。
当事業年度において、減損処理の対象となる有価証券はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄について、当事業年度末日におけ
る時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄についてはすべて該当することとし、時価の下落が30％
以上50％未満の銘柄については、基準日前一定期間の時価の推移や発行会社の財務内容などにより判断する
こととしております。
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（金銭の信託関係）
1．運用目的の金銭の信託（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

2．満期保有目的の金銭の信託（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

3．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金 3,155百万円
退職給付引当金 2,792
減価償却限度超過額 261
有価証券 713
その他 1,374
繰延税金資産小計 8,296
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 2,897
評価性引当額小計 △ 2,897
繰延税金資産合計 5,399
繰延税金負債
固定資産圧縮積立額 78
その他有価証券評価差額金 5,801
退職給付信託設定益 983
その他 803
繰延税金負債合計 7,667
繰延税金負債の純額 2,267百万円

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額8,910円53銭
１株当たりの当期純利益金額186円71銭
なお、以上の算定にあたっては、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式数を、控除する自己株式数に含めて

おります。その期末株式数は58千株、期中平均株式数は61千株であります。
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(2021年４月１日から) 連結株主資本等変動計算書2022年３月31日まで

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 14,100 9,212 124,820 △637 147,496

当期変動額

剰余金の配当 △1,256 △1,256
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,184 3,184

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 22 22
土地再評価差額金の
取崩 31 31

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － 1,959 20 1,980

当期末残高 14,100 9,212 126,780 △617 149,476
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（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 土地再評価

差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 25,687 － 2,975 △239 28,423

当期変動額

剰余金の配当
親会社株主に帰属する
当期純利益
自己株式の取得

自己株式の処分
土地再評価差額金の
取崩
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △11,417 3 △31 729 △10,715

当期変動額合計 △11,417 3 △31 729 △10,715

当期末残高 14,270 3 2,943 490 17,708
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（単位：百万円）
非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 674 176,594

当期変動額

剰余金の配当 △1,256
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,184

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 22
土地再評価差額金の
取崩 31

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 13 △10,702

当期変動額合計 13 △8,722

当期末残高 687 167,872
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連結注記表
連結計算書類の作成方針
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいており

ます。
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結される子会社及び子法人等 ６社
会社名
株式会社 あきぎんリサーチ＆コンサルティング
株式会社 秋田保証サービス
詩の国秋田 株式会社
株式会社 秋田グランドリース
株式会社 秋田ジェーシービーカード
株式会社 秋田国際カード

（連結の範囲の変更）
詩の国秋田株式会社は新規設立により、当連結会計年度から連結の範囲に含めております。

② 非連結の子会社及び子法人等 １社
会社名
投資事業有限責任組合あきた地域活性化支援ファンド３号
非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金

（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いて
も企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の
範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等
該当事項はありません。

② 持分法適用の関連法人等
該当事項はありません。

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 １社
会社名
投資事業有限責任組合あきた地域活性化支援ファンド３号
持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分

に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても
連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

④ 持分法非適用の関連法人等
該当事項はありません。
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（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。
３月末日 ６社

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

会計方針に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
（2）有価証券の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有
価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については
移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

② 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の
評価は、時価法により行っております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（4）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しており
ます。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ３年～50年
その他 ３年～20年
連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定
率法により償却しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並
びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しておりま
す。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産

は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。

― 21 ―

2022年05月24日 13時52分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（5）貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める債務者区分に応じて、次のと
おり計上しております。
正常先 ：業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者
要注意先 ：貸出条件や返済履行状況に問題があり、業況が低調又は不安定で、今後の管理に注意を要す

る債務者
要管理先 ：要注意先のうち債権の全部又は一部が要管理債権（三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債

権）である債務者
破綻懸念先：現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者
実質破綻先：破綻先と実質的に同等の状況にある債務者
破綻先 ：破産、特別清算等、法的又は形式的に経営破綻の事実が発生している債務者
正常先に対する債権については今後１年間の予想損失率に基づき計上しております。また、要注意先のう
ち要管理先に対する債権については今後３年間の、その他の要注意先に対する債権については今後１年間の
予想損失率に基づき計上しております。予想損失率は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績
率等の過去の３算定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正として、景
気循環等を加味したより長期の過去の一定期間における平均値に基づく損失率が高い場合、その差分を加味
して算定しております。また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を顕著に受けていると認められる宿泊
業等の特定の業種に属する債務者に対する債権については信用リスクが高まっているものと判断し、予想損
失率を修正して算定しております。
破綻懸念先に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除し、その残額に対して、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に
基づき決定した予想損失率を乗じて計上しております。破綻先及び実質破綻先に対する債権については、債
権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。な
お、破綻懸念先のうち担保等による保全額を控除した金額が一定額以上である債権及び要管理先で与信額が
一定額以上である大口の債権のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理
的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債
権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実

施し、監査部署が査定結果を監査しております。
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要
と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ
ぞれ計上しております。

（6）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と
認められる額を計上しております。

― 22 ―

2022年05月24日 13時52分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（7）役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結
会計年度に帰属する額を計上しております。

（8）役員退職慰労引当金の計上基準
連結される子会社及び子法人等の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役
員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上し
ております。

（9）株式給付引当金の計上基準
株式給付引当金は、当行が定める株式交付規程に基づき、当行の取締役（監査等委員である取締役及び社
外取締役を除く。）への当行株式の交付等に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額
に基づき計上しております。

(10）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備えるため、必要

と認められる額を計上しております。
(11）偶発損失引当金の計上基準

偶発損失引当金は、信用保証協会に対する責任共有制度に基づく負担金の支払いに備えるため、過去の実
績に基づき、将来の支払見込額を計上しております。

(12）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は給付算定式基準によっております。また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均
残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か
ら損益処理しております。
なお、連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(13）重要な収益及び費用の計上基準
① 顧客との契約から生じる収益の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込
まれる金額で収益を認識しております。
② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

(14）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
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(15）重要なヘッジ会計の方法
① 金利リスク・ヘッジ
当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品
会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号
2022年３月17日。以下「業種別委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっており
ます。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる有価
証券・貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取引を特定し評価しております。
② 為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業におけ

る外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務
指針第25号 2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につ
いては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワッ
プ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジショ
ン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによる当連結
計算書類への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる当連結計算書類への影響
はありません。
また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行う
ことといたしました。
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重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度

に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおりです。
1．貸倒引当金
連結計算書類において、貸出金は総資産の約半分を占める主要な資産であり、貸出金の信用リスクにかか

る貸倒引当金の計上は当行グループの財政状態、経営成績等に大きな影響を与えることから、貸倒引当金の
見積りは会計上重要なものと判断しております。
（1）当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

貸倒引当金 13,510百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当行は、債務者の財務情報や入手可能な外部情報等に基づき、債務者ごとにその債務者区分（正常先、
要注意先（要管理先、その他の要注意先）、破綻懸念先、実質破綻先、破綻先）を決定し、「会計方針に関
する事項」「（5）貸倒引当金の計上基準」に記載した算出方法により貸倒引当金を計上しております。
債務者区分は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を含む債務者の財務情報等に基づき定例及
び随時の見直しを行っておりますが、業績不振や財務的な困難に直面している債務者の債務者区分は、今
後の業績回復見込や経営改善計画の合理性及び実現可能性についての判断に依存している場合がありま
す。経営改善計画の合理性及び実現可能性の判断の前提となる債務者を取り巻く経営環境等の変化により
債務者の債務者区分が変動した場合、翌連結会計年度において貸倒引当金は増減する可能性があります。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う経済への影響については、国内外における感染状況等を踏
まえ、当連結会計年度末においては今後数年程度継続するものと仮定し、キャッシュ・フロー見積法を適
用している債務者のうち一部の債務者については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を勘案したキャ
ッシュ・フローを見積り貸倒引当金を計上しております。なお、当該仮定は前連結会計年度末からの変更
はありません。
また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を顕著に受けていると認められる宿泊業等の特定の業種に
属する債務者に対する信用リスクが高まっているものと判断し、当該債務者の債務者区分を引き下げたも
のとみなして貸倒実績率に必要な修正を加えて貸倒引当金を追加計上しております。これにより当連結会
計年度末の貸倒引当金は671百万円増加し、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益は
671百万円減少しております。
なお、仮定の前提となる状況が変化した場合には、翌連結会計年度において貸倒引当金は増減する可能
性があります。
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（追加情報）
（業績連動型株式報酬制度）
１．取引の概要

当行は、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下、本項目において同じ。）の報
酬と当行の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が中長期的な業績向上と企業価値増大へ
の貢献意識を高めることを目的として、役員報酬ＢＩＰ信託による業績連動型株式報酬制度（以下、「本
制度」という。）を導入しております。
本制度は、当行が拠出する取締役の報酬額を原資として当行株式が信託を通じて取得され、当行が定め

る株式交付規程に基づき、当行の取締役に当行株式及び当行株式の換価処分金相当額の金銭を交付及び給
付する制度であります。
２．信託に残存する当行株式

信託に残存する当行株式は、株主資本において自己株式として計上しており、当連結会計年度末におけ
る当該自己株式の帳簿価額は113百万円、株式数は58千株であります。

注記事項
（連結貸借対照表関係）
1．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資金を除く。） 217百万円
2．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、
債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について
保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるもの
に限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上
されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借
契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 7,795百万円
危険債権額 34,992百万円
三月以上延滞債権額 ―百万円
貸出条件緩和債権額 2,180百万円
合計額 44,968百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事
由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従
った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債
権に該当しないものであります。
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三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（表示方法の変更）
「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年１月24日内閣府令第３号）が2022年３月31日
から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に
関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。
3．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入
れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は、2,176百万円であります。
4．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 375,662百万円
その他資産 49百万円
担保資産に対応する債務
預金 26,968百万円
債券貸借取引受入担保金 71,159百万円
借用金 263,900百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券2,917百万円及びその他資産19,000百万円を差
し入れております。
また、その他資産には、保証金237百万円が含まれております。

5．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、641,922百万円であります。このうち原契約期間が１
年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが610,977百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり
ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行
並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること
ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を
徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契
約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
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6．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価
を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 2000年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法

（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するため
に国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間
口狭小補正等により合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業
用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額4,322百万円
7．有形固定資産の減価償却累計額32,563百万円
8．有形固定資産の圧縮記帳額1,593百万円
9．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証
債務の額は12,630百万円であります。

10．当行の取締役との間の取引による取締役に対する金銭債権総額19百万円
11．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両については、所有権移転外ファイナンス・リース契約に
より使用しております。

12．当連結会計年度末の退職給付債務等は次のとおりであります。
退職給付債務 △ 23,765百万円
年金資産（時価） 26,761
連結貸借対照表計上額の純額 △ 2,995
退職給付に係る資産 4,967
退職給付に係る負債 △ 1,971

（連結損益計算書関係）
1．「その他の経常収益」には、株式等売却益1,969百万円を含んでおります。
2．「その他の経常費用」には、貸出金償却49百万円、貸倒引当金繰入額1,670百万円、株式等売却損０百万
円、金銭の信託運用損31百万円、株式等償却６百万円及び債権売却損80百万円を含んでおります。
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3．遊休資産、営業利益の減少によりキャッシュ・フローが低下した資産及び地価が大幅に下落した資産につ
いて、以下のとおり減損損失を計上しております。

地 域 主な用途 種 類 減損損失
秋田県内 営業店舗等 土地建物等 2か所 26百万円

遊休資産 土地建物等15か所 97
合 計 123

（うち建物 41）
（うち土地 81）

資産のグルーピングの方法は、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、連携して営業を行
っている営業店グループは当該グループ単位）でグルーピングを行っております。また、連結される子
会社及び子法人等は各社を１つの単位としてグルーピングを行っております。
当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高

い方としております。正味売却価額は重要な資産については「不動産鑑定評価基準」（国土交通省）に
基づき評価した価額、重要性の乏しい資産については、路線価など市場価格を適切に反映している指標
に基づいて算定した価額より処分費用見込額を控除して算定しております。使用価値による場合は将来
キャッシュ・フローを1.0％で割り引いて算定しております。

（連結株主資本等変動計算書関係）
1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：千株）

当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年
度 末 株 式 数 摘 要

発行済株式
普通株式 18,093 ― ― 18,093
合計 18,093 ― ― 18,093
自己株式
普通株式 212 1 11 201 （注）
合計 212 1 11 201

（注）1 当連結会計年度末の自己株式には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式が58千株含まれて
おります。
2 増加株式数の内訳は次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加 1千株
3 減少株式数の内訳は次のとおりであります。

役員報酬ＢＩＰ信託による当行株式の交付等に伴う減少 11千株
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2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

3．配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2021年６月25日
定時株主総会 普通株式 628百万円 35円 2021年３月31日 2021年６月28日

2021年11月10日
取締役会 普通株式 628百万円 35円 2021年９月30日 2021年12月10日

合計 1,256百万円

（注）1 2021年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する
当行株式に対する配当金２百万円が含まれております。
2 2021年11月10日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行
株式に対する配当金２百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの
2022年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し
ております。
① 配当金の総額 628百万円
② １株当たり配当額 35円
③ 基準日 2022年３月31日
④ 効力発生日 2022年６月29日
（注）1 配当原資は、利益剰余金とする予定としております。

2 配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対する配当金２百万円が含まれ
ております。

（金融商品関係）
1．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務、保証業務などの金融サービスに係る事業を行ってお
ります。これらの事業を行うために、主に預金により資金調達し、主に貸出金及び有価証券により資金運
用を行っております。銀行経営の健全性と適切性を確保するため、過度な収益追求やリスク回避に陥るこ
とのないよう、資金運用及び資金調達については、収益とリスクのバランスをはかりながら適切なリスク
管理を行っております。また、発生するリスクを回避するためにデリバティブ取引を行っております。
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（2）金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する金融資産は、主として貸出金及び有価証券であります。
貸出金は、取引先の財務状況の悪化等により資産の価値が減少ないし消滅して損失を被る、いわゆる信
用リスクに晒されております。
有価証券は、主に債券、株式、投資信託及び組合出資金であり、利息配当金収入等により利益を得る目
的及び業務提携等の政策目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスクのほか、金
利、市場価格、為替相場などの変動により保有資産の価値が変動し損失を被る、いわゆる市場リスクに晒
されております。
当行グループが保有する金融負債は、主として預金であります。預金は、予期せぬ資金の流出等によ
り、通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることによる損失を被る資金繰りリスクを有
しているほか、市場環境の変化等の影響で、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされること
などにより損失を被る、市場流動性リスクに晒されております。
当行が行っているデリバティブ取引は、金利スワップ取引、債券先物取引、為替予約取引及び通貨オプ
ション取引等であります。金利スワップ取引及び債券先物取引については、オンバランス取引の金利リス
クのヘッジを目的としております。為替予約取引及び通貨オプション取引については、外貨建てオンバラ
ンス取引の為替リスクをヘッジすることを目的としております。ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ
対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「会計方針に関する事項」の「（15） 重要
なヘッジ会計の方法」を参照願います。
なお、一部ヘッジ会計の要件を満たしていない取引は、金利リスクや為替リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
当行では、銀行経営の健全性と適切性を確保するため、直面するリスクに関して、それぞれのリスクカ
テゴリー（信用リスク、市場リスク等）ごとに評価したリスクを総体的に捉え、経営体力（自己資本）
と、比較・対照する自己管理型のリスク管理である「統合的リスク管理」を実施しており、金融商品に係
るリスク管理もその範囲において体制を整備しております。「統合的リスク管理」では、年度ごとに自己
資本の範囲内で各部門及びリスクカテゴリーごとに資本配賦を行い、ＶａＲなどの手法で計量化したリス
ク量と配賦資本の状況をモニタリングし、経営の健全性と自己資本の十分性を検証しているほか、定期的
に取締役会等に報告を行い、状況に応じて適切にリスク量を制御しております。また、リスク量の制御に
当たっては、経営の効率化と収益性の向上をはかっていくため、リスク・リターンを適正に評価するな
ど、収益性・効率性を考慮した管理に取り組んでおります。
① 信用リスクの管理
当行では、融資の基本方針や審査基準の概念を定めた「クレジット・ポリシー」、その具体的な内容等
を定めた「信用リスク管理基準」のもと、特定業種、特定グループ等への集中排除や、連結子会社、政
策投資等にかかる管理方針を定め、リスク管理の適正化をはかっております。また、事業融資先に対し
て信用格付制度を導入しており、これに基づいて信用リスクを定量化しているほか、融資プライシング
の改善を進めております。さらに、信用リスクの大部分を占める貸出金については、審査管理部門と営
業推進部門を分離し、営業推進部門の影響を受けない審査管理体制としており、審査・管理回収に特化
した体制で資産の健全性の維持、向上に努めております。
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② 市場リスクの管理
当行では、銀行全体の資産、負債等にかかる金利リスク量や市場関連取引にかかる金利・為替・株価
についてのリスク量を定期的に「リスク管理委員会」に報告する体制を敷き、管理体制の強化をはかっ
ております。また、市場関連取引については、あらかじめ策定した年度の資金予算や統合的リスク管理
で定められた配賦資本の範囲内で、効率的な資金運用、リスク・リターンの最適バランスをはかるよう
努めているほか、運用部門（フロント業務）、事務部門（バック業務）、管理部門（ミドル業務）に分離
し、相互牽制機能を働かせ、万が一の事務ミス、不正取引等の操作を防止する体制としております。
③ 流動性リスクの管理
当行では、流動性リスクに対して、資金の運用残高・調達残高の予想、検証の精度を高めて資金ポジ

ションの適切な管理を行うとともに、資金繰りに影響をおよぼす金融市場の情勢、その他社会情勢の把
握・分析を行って流動性リスクの回避に努めております。さらに資金繰りの管理については、平常時・
懸念時・危機時と状況に応じた管理体制に基づき、各々の局面において速やかに対応できる体制として
おります。
④ デリバティブ取引に係るリスク管理
金利スワップ取引については、ヘッジ取引の必要性等、リスク管理委員会において十分に検討し、運
用しております。
債券先物取引については、年度有価証券運用方針等に運用枠や損失限度を定め、定期的な運用状況モ
ニタリングなど市場リスク管理部門による牽制の下で運用を行っております。
為替予約取引及び通貨オプション取引については、個別取引による管理のほか、オンバランス・オフ
バランスを合わせた当行全体の総合持高を把握し、管理しております。
⑤ 市場リスクに係る定量的情報
当行グループにおいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「貸出
金」、「有価証券」中のその他有価証券に分類される債券、「預金」、「譲渡性預金」、「デリバティブ取引」
のうちの金利スワップ取引であります。当行グループでは、これらの金融資産及び金融負債について、
ＶａＲにより経済的価値の増減額を算定し、金利の変動リスクの管理に当たっての定量的分析に利用し
ております。
ＶａＲによる当該影響額の算定に当たっては、対象の金融資産及び金融負債を固定金利群と変動金利
群に分けて、それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を区分し、期間ごとの金利変動幅を用いたう
えで、分散共分散法（保有期間40日、信頼区間99％、観測期間５年）により行っております。2022年
３月31日現在で当行グループ全体における金利リスク量（経済的価値の減少額の推計値）は2,965百万
円であります。
なお、ＶａＲ算定における要求払預金の金利期日につきましては、内部モデルにより実質的な期日を

推計したうえで所定の期間に振分けを行っております。
また、当行グループでは、市場価格のある金融商品に関して、モデルが算出するＶａＲと実際の損益
を比較するバックテスティングを実施し、使用する計測モデルが十分な精度により金利リスクを捕捉し
ていることを確認しております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の
確率での金利リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下における
リスクは捕捉できない場合があります。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件
等によった場合、当該価額が異なることもあります。

2．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次表のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は次表には含めておりません。また、現金預け金、コールロー
ン及び買入手形、外国為替（資産・負債）、コールマネー及び売渡手形並びに債券貸借取引受入担保金は、
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計 上 額 時価 差額

（1）買入金銭債権 8,215 8,215 ―
（2）有価証券（＊１）

その他有価証券 876,194 876,194 ―
（3）貸出金 1,828,129

貸倒引当金（＊１） △ 12,348
1,815,780 1,836,367 20,586

資産計 2,700,189 2,720,776 20,586
（1）預金 3,031,096 3,031,121 25
（2）譲渡性預金 77,190 77,192 1
（3）借用金 266,253 266,253 ―
負債計 3,374,539 3,374,566 26
デリバティブ取引（＊２）
ヘッジ会計が適用されていないもの 203 203 ―
ヘッジ会計が適用されているもの (1,393) (1,393) ―

デリバティブ取引計 (1,189) (1,189) ―
（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生じた正

味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。
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（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情
報の「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（＊１）（＊２） 2,025
組合出資金（＊３） 8,335
その他（＊４） 123

（＊１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月
31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について６百万円減損処理を行っております。
（＊３）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17

日）第24-16項を適用し、時価開示の対象とはしておりません。
（＊４）その他は、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項

に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注２）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預け金 803,189 ― ― ― ― ―
コールローン及び買入手形 34,693 ― ― ― ― ―
買入金銭債権 8,215 ― ― ― ― ―
有価証券
満期保有目的の債券 ― ― ― ― ― ―
その他有価証券のうち
満期があるもの 72,004 75,240 68,920 61,275 312,383 175,569

貸出金（＊） 219,099 222,320 247,942 118,168 268,773 529,992
合 計 1,137,202 297,561 316,863 179,444 581,157 705,562

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない39,891百万円、期間の定
めのないもの181,940百万円は含めておりません。
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（注３）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預金（＊） 2,872,754 24,716 5,106 ― ― ―
譲渡性預金 77,190 ― ― ― ― ―
コールマネー及び売渡手形 23,062 ― ― ― ― ―
債券貸借取引受入担保金 71,159 ― ― ― ― ―
借用金 130,735 87,660 47,583 161 112 ―

合 計 3,174,902 112,377 52,689 161 112 ―
（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。なお、積立定期預金128,518百万円は含
めておりません。

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
その他有価証券
国債・地方債等 111,829 294,414 ― 406,244
社債 ― 112,286 12,695 124,981
株式 48,473 ― ― 48,473
その他（＊１） 26,812 2,923 ― 29,735

資産計 187,115 409,624 12,695 609,434
デリバティブ取引（＊２）
通貨関連 ― (1,390) ― (1,390)
債券関連 201 ― ― 201
デリバティブ取引計 201 (1,390) ― (1,189)

（＊１）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日）第26項に定める経過
措置を適用した投資信託等については、上記表には含めておりません。連結貸借対照表における当該投資信託等の金額は
266,769百万円であります。

（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、
（ ）で表示しております。

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

買入金銭債権 ― 8,215 ― 8,215
貸出金 ― 601,618 1,234,748 1,836,367

資産計 ― 609,834 1,234,748 1,844,582
預金 ― 3,031,121 ― 3,031,121
譲渡性預金 ― 77,192 ― 77,192
借用金 ― 266,253 ― 266,253

負債計 ― 3,374,567 ― 3,374,567
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（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資 産
買入金銭債権
買入金銭債権については、約定期間が短期間（概ね６か月以内）であり時価は帳簿価額に近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル２の時価に分類しております。

有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類して
おります。主に上場株式や国債がこれに含まれます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。

主に地方債や社債がこれに含まれます。
相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの現在価値技法などの評価技法を用いて時価を
算定しております。評価に当たっては観察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、
TIBOR、国債利回り、期限前返済率、信用スプレッド、倒産確率、倒産時の損失率等が含まれます。算定に当
たり重要な観察できないインプットを用いている場合には、レベル３の時価に分類しております。

貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大き
く異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を時価としております。固定金利
によるものは、貸出金の種類別、内部格付別、期間別に区分し、信用リスク相当額控除後のキャッシュ・フロ
ーを期間別の市場金利で割り引いて現在価値を算定しております。
ただし、上記に関わらず、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッ

シュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時
価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似してお
り、当該価額を時価としております。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについ
ては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額
を時価としております。
時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場合はレベ
ル２の時価に分類しております。
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負 債
預金、及び譲渡性預金
要求払預金について、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。ま

た、定期預金及び譲渡性預金については、商品別、期間別に区分し、将来キャッシュ・フローを割り引いた割
引現在価値により時価を算定しております。割引率は、市場金利を用いております。当該時価はレベル２の時
価に分類しております。

借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行及び連結子会社等の信用状
態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額に近似していると考えられるため、当該帳簿価額
を時価としております。なお、固定金利によるものは、連結貸借対照表計上額及び時価に重要性がないため、
帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に
分類しており、主に債券先物取引がこれに含まれます。
ただし、大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の種類
や満期までの期間に応じて現在価値技法やブラック・ショールズ・モデル等の評価技法を利用して時価を算定
しております。それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レート、ボラティリティ等であ
ります。また、取引相手の信用リスク及び当行自身の信用リスクに基づく影響額に重要性がある場合は価格調
整を行っております。観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル２の時
価に分類しており、為替予約取引等が含まれます。

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
（1）重要な観察できないインプットに関する定量的情報

当連結会計年度（2022年３月31日）

区分 評価技法 重要な観察できない
インプット インプットの範囲 インプットの

加重平均
有価証券
社債
私募債 現在価値技法 倒産確率 0.0％－5.9％ 0.3％

倒産時の損失率 31.3％ 31.3％
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（2）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益
当連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：百万円）

期首残高

当期の損益又は
その他の包括利益 購入、

売却、
発行及び
決済の
純額

レベル３
の時価へ
の振替
（＊３）

レベル３
の時価か
らの振替
（＊４）

期末残高

当期の損益に
計上した額の
うち連結貸借
対照表日にお
いて保有する
金融資産及び
負債の評価損
益（＊１）

損益に
計上
（＊１）

その他の
包括利益
に計上
（＊２）

有価証券
その他
有価証券
社債 12,091 △9 △46 660 ― ― 12,695 △9

（＊１）連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業務費用」に含まれております。
（＊２）連結株主資本等変動計算書のその他有価証券評価差額金の「株主資本以外の項目の当期変動額（純額）」に含まれて

おります。
（＊３）レベル２の時価からレベル３の時価への振替であり、市場流動性に基づいた時価の算定に使用しているインプット

の観察可能性の変化によるものであります。当該振替は会計年度の末日に行っております。
（＊４）レベル３の時価からレベル２の時価への振替であり、市場流動性に基づいた時価の算定に使用しているインプット

の観察可能性の変化によるものであります。当該振替は会計年度の末日に行っております。

（3）時価の評価プロセスの説明
当行グループはミドル部門及びバック部門において時価の算定に関する方針及び手続を定めておりま
す。算定された時価及びレベルの分類については、時価の算定に用いられた評価技法及びインプットの妥
当性を検証しております。
時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを用
いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法
及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証してお
ります。

（4）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
倒産確率
倒産確率は、契約上の支払いを回収しない可能性を示す推定値であります。一般に、倒産確率の著しい

上昇（低下）は、回収率の低下（上昇）と割引率の上昇（低下）を伴い、時価の著しい下落（上昇）を生
じさせます。
倒産時の損失率
倒産時の損失率は、倒産時において発生すると見込まれる損失の、債券の残高合計に占める割合であ

り、過去の取引先の倒産実績をもとに算定した推定値です。倒産時の損失率の大幅な上昇（低下）は、時
価の著しい下落（上昇）を生じさせます。
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（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中のそ
の他の買入金銭債権の一部が含まれております。

1．売買目的有価証券（2022年３月31日現在）
当連結会計年度の損益に
含まれた評価差額（百万円）

売買目的有価証券 ―

2．満期保有目的の債券（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

3．その他有価証券（2022年３月31日現在）

種類 連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 45,536 15,052 30,483
債券 198,034 196,998 1,035
国債 24,443 24,402 41
地方債 88,224 87,721 503
短期社債 ― ― ―
社債 85,366 84,875 491
その他 51,501 47,018 4,482

小計 295,071 259,069 36,001

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 2,937 3,368 △ 430
債券 333,182 336,673 △ 3,491
国債 87,386 89,183 △ 1,797
地方債 206,190 207,677 △ 1,486
短期社債 ― ― ―
社債 39,605 39,812 △ 207
その他 245,003 256,493 △ 11,489

小計 581,123 596,535 △ 15,411
合計 876,195 855,605 20,590
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4．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）
該当事項はありません。

5．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 4,495 1,777 0
債券 55,435 131 93
国債 50,112 108 93
地方債 4,020 20 ―
短期社債 ― ― ―
社債 1,303 3 ―
その他 70,916 1,950 1,332

合計 130,847 3,859 1,425

6．減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券
の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められない
ものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損
失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
当連結会計年度において、減損処理の対象となる有価証券はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄について、連結会計年度末日にお
ける時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄についてはすべて該当することとし、時価の下落が30
％以上50％未満の銘柄については、基準日前一定期間の時価の推移や発行会社の財務内容などにより判断す
ることとしております。

（金銭の信託関係）
1．運用目的の金銭の信託（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

2．満期保有目的の金銭の信託（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

3．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

― 41 ―

2022年05月24日 13時52分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当連結会計期間（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

（単位：百万円）
銀行業務 リース業務 その他の業務 計

役務取引等収益
預金・貸出業務 1,739 ― ― 1,739
為替業務 1,600 ― ― 1,600
保険窓販業務 478 ― ― 478
投資信託窓販業務 559 ― ― 559
その他業務 943 ― 579 1,523
その他の経常収益 1 141 4 148
顧客との契約から生じる経常収益 5,323 141 584 6,049
上記以外の経常収益 29,009 4,490 180 33,680
外部顧客に対する経常収益 34,332 4,632 765 39,730
（注）「上記以外の経常収益」は主に資金運用収益等の「金融商品に関する会計基準」の適用対象の収益になります。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額9,344円19銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額178円02銭
なお、以上の算定にあたっては、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式数を、控除する自己株式数に含めて

おります。その連結会計年度末株式数は58千株、連結会計年度中平均株式数は61千株であります。

（ストック・オプション等関係）
該当事項はありません。
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